
一般社団法人 日本美術著作権連合 

授業目的公衆送信補償金分配規程 

 

（目的） 

第１条  この規程（以下「本規程」という。）は、一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理

協会（以下「SARTRAS」という。）の授業目的公衆送信補償金（以下「補償金」という。）分配

規程（以下「SARTRAS 分配規程」という。）に基づき、SARTRAS と分配業務委託契約を締結

した分配業務受託団体である一般社団法人日本美術著作権連合（以下「本法人」という。）の補

償金の分配に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条  本規程において用語は、別段の定めのない限り、SARTRAS 分配規程の定めるところに

よる。 

 

（補償金の分配額の決定） 

第 3 条  本法人は、SARTRAS が本法人の分配限度額として定める額を超えない額で、本法人か

ら分配可能となった場合の権利者の受領する補償金の額を定める。 

2 本法人が権利者に分配する規程第 3 条補償金分配額のうち、利用報告に基づく各著作物等の分

配額は、SARTRAS 分配規程第６条第１項の定めに基づいて算出された額とする。 

3 本法人は、分配が完了した前年度の分配資料に記載された著作物等を追加して、以下の定めに

よって分配資料を作成し、分配を行うことができる。 

（ア） 本項によって資料を追加する場合には、本法人の分配限度額の 10％相当額又は分配限度

額から利用報告に基づく分配資金及び未整備の利用報告にかかる分配額を控除した額の

40％相当額のいずれか低い額を当該資料に準拠して分配する額（以下「追加資料準拠分配額」

という。）とする。追加資料準拠分配額は、原則として各事業年度の 8 月末日に決定する。 

（イ） 前（ア）に定める追加資料による追加著作物等 1 点の分配額は、追加資料準拠分配額を

過去の利用報告における著作物等の数で除した額とする。ただし、追加著作物等１点あたり

の分配額は、当該分配対象年度の分配基金総額を、SARTRAS 分配規程第 6 条第 1 項に定め

る 1 分配ポイントを付与する著作物等の件数で除した額を上限とし、共有著作権者のある追

加著作物等は、過去の利用報告に基づく分配時の持分割合に基づいて按分した数の著作物等

として取り扱う。 

（ウ） 権利者の申し出により、分配の実施に必要な情報が判明すれば追加著作物等とすること

ができる著作物等について、SARTRAS の提供するシステムによりインターネット上で公開

し、本法人が SARTRAS に対し、追加資料に基づく分配可能額を請求する 4 週間前までに権

利者が根拠をもって申し出た場合には分配する。 

４ 本法人が権利者に分配する規程第 4 条補償金の額は、SARTRAS が SARTRAS 分配規程第 7



条に基づき本法人の分配限度額算出時に SARTRAS が当該権利者分として算出した額とする。 

 

（補償金の分配方法等） 

第４条  分配資料を作成した著作物等について、その利用に対する補償金を SARTRAS に対し、

請求の根拠となる資料とともに分配可能額の請求を行い、分配するものとする。 

2 分配の際、権利者宛てに分配の明細を発行する。 

3 本法人の分配に用いる権利関係は、利用のあった又は利用の蓋然性の根拠とした利用報告の対

象となった期間が属する事業年度の末日のものとする。 

4 本法人が分配可能額として分配すべき補償金を受領した後に、権利者への分配ができなくなっ

た場合の補償金は、理由を付して SARTRAS に返金する。 

 

（管理手数料） 

第５条   本法人が補償金を分配するのに要する管理手数料は、本法人の 1 事業年度内に

SARTRAS より送金を受けた補償金総額の 30％の範囲内において、理事会が定めた率とする。 

2 管理手数料は、分配時に控除する。 

 

（連絡先等情報不明により権利者への分配ができない場合の取扱い） 

第 6 条  SARTRAS 分配規程第 10 条第 2 項の定めに従い、連絡先等情報不明の権利者の連絡先

等情報を明らかにするための相当な努力を払うものとし、SARTRAS 理事会がそのために定めた

方法があればそれに従い、又は協力する。 

 

（利用報告にない著作物等の権利者から利用の申出を受ける際の取扱い） 

第 7 条  利用報告に掲載のない著作物等の権利者から、教育機関がこの権利者の著作物等を利用

した事実につき申し出を受ける際の方法は次のとおりとする。 

（ア） 本法人は、SARTRAS 所定の書式による申し出及び証憑書類の提出を当該権利者より受

ける。 

（イ） 本法人は、必要があると認める場合は当該教育機関の意見を聞くなどして内容を審査す

る。 

（ウ） 申し出の内容が確認できた場合、SARTRAS 理事会の定めに従って取り扱う。 

 

（情報公開） 

第 8 条  本法人は次に掲げる事項を定めた場合、又は変更した場合は、遅滞なく公開する。 

（ア）本規程 

（イ）管理手数料率又は額 

（ウ）SARTRAS が定める書式による分配の収支に関する報告書（SARTRAS の事業年度終了後 3

カ月以内） 



 

（実施細則） 

第 9 条  この規程に定めるもののほか、実施するために必要な事項は、本法人が決定する細則で

定める。 

 

附則 

（経過措置） 

1 当面の間、第 3 条第 3 項に規定する追加著作物等は、過去３か年度分の利用報告に準拠して作

成する分配資料に記載された著作物等を対象とする。 

2  当面の間、SARTRAS が定める本法人の分配限度額のうち、他の受託団体の限度額に含まれ

るべき額を過去の利用報告における整備の結果に基づいて推定し、本法人の分配限度額からそ

の額を減じたものを第 3 条第 3 項（ア）に定める追加資料準拠分配額の算出に用いる。 

3 2026 年 9 月末日までの間、2023 年 12 月 21 日施行の SARTRAS 分配規程（以下「旧 SARTRAS

規程」という。）第 11 条第 4 項に定める管理手数料の額は、その算出元となる分配額の 30％の

範囲内において、理事会が定めた率とする。 

4 第 3 条第 3 項（エ）に定める措置は、2026 年 10 月 1 日以降に実施する。このため、 2027 年

9 月末日までの間に実施する同措置において 2021 度分の利用報告で本法人が分配受託団体であ

るものを対象に加える。 

 

（実施期日） 

この規程は、令和 8 年 8 月 20 日から実施する。 

 

 


